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最近、 D. Ronnegard, Corporate Moral Agency and the Role ofthe Corporation in Society, 
The London School of Economics and Political Science, 2006 とし、う文献に接した。これは、
著者 Ronnegard が哲学博士の学位を請求した論文である。その冒頭に、「企業自体は道徳的
主体としての資格を持つものではない。 一・・それ故に、企業は、その構成員とは別個に、道徳





ができる。たとえば、 J. M. Lozano は、「企業はモラルパーソンであるとのテーマはかなりの
論争をもたらしたが、結論に到達していないJ (2) 、との 1990年のR. S. Pfeiffer の見解を引用
して、 2000年以前の理論状況をつぎのように整理している。「一方に、企業を道徳的主体 (moral
subject) としてみなす立場を明確に表明している研究者として P. French とK. Goodp aster 
がおり、逆に他方で、反対の立場を明確にしているのが J.Ladd と M. Velasques であり、
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それらの両極の間に、 T. Donaldson, P. Werhane, R. DeGeorge 等がいて、それぞれが独自の
見解を持している」 ω、と。
また、 G. Moore に拠れば、ビジネス・エシックスの分野では基本的な問題であるにもかか
わらずなおざりにされ (overlook) そして結果的には未決着のまま(undecided) 放置されて
きた問題がある。それが「企業のモラル・ステイタス J (コーポレート・モラル・ェージェンシ
ー)問題である。何故にそのようなことになったのか。その理由は、 Moore の認識に従えば、




































ィトソン的主体 (Davidsonian agent) である。なぜならば、すべての企業が企業内意思
決定構造 (CorporateInternal Decision Structure CID構造)を有しているとし、う「事
実」によって、そのような企業の意図を証明できるからである。











































DeGeorge は、一方で、企業道徳的主体否定論を組織論的見解 (OrganizationalView) 





































れる) (accountable) 存在(モラル・パーソン)である(17) 。























personhood と moral agency を区別しようとしたのが D.T.Ozar である (22) 。
Ozar は、企業はそこに巻き込まれている (involved) 個人としての道徳的主体たちの
複雑な用具 (tool) にすぎない、と主張する Ladd に反対し、自らを French と同じく「道
徳的主体としての企業j 説に立つものである、と位置づけている。そして更には、企業は
(集団的ではなく)シングルの (single) 道徳的主体である、と積極的に主張している。









徳的権利をもたないのである。 J (23) 
権利には 2 つの種類がある (24)。第 1 は、一定の制度、機関を前提にした f制度的権利」として、「憲
法・制定法・判例法等の・・・法的諸ルールによって定められている(あるいは承認ないし保護されて
いる)権利j であり、立法機関・司法機関だけがそのような権利を創り変更し廃止できる、法的権利
である。これに対して、第 2 に、「法律の裏づけを欠いている J 権利も存在する。これが道徳的権利



















































































































ジネスパーソンである、と仮定する人々(例えば、 M.Keely， M.Velasquez) がおり、他方で、
道徳的責任は、その構成員とは異なる存在 (entity) としての企業というグループの属性として
見なすべきであり、それ故に、企業はビジネス・エシックスの主要な(あるいは、少なくともひ
とつの)対象となるべきである、と考える人々(例えば、 T. Donaldson, T. Ozar,K.Goodpaster) 














3 つの意味で使われている。第 1 に、「信用できる J (trustworthy) あるいは「信頼で
きる J (dependable) 、という意味で使われ、第 2 に、将来(すなわち、今後なお為され
なければならないこと)を展望する(look forward) ために使われ、第 3 に、ある行為
あるいはその結果が特定の主体に帰属せしめられるべきものであることを示すために、
別の表現をすれば、過去(すなわち、すでになされたこと)を回顧する (backtoward) 
ために、使われる。そして、 Velasquez はとりあえず前者の 2 つを脇に置き、第 3 の意
味での責任、すなわち、過去志向的な (backward -lookin g) 意味での責任に注目する。
責任の意味
「信用できる J (trustworthy) あるいは「信頼できる J (dependable) こと。
1 1 xは責任ある人である。ここには、一定の質の道徳的特性があることが暗に
示されている。















ぼ同義であり、純粋に自然カ (natural agent) に原因する。また、 XはYから生じるダ
メージに対して賠償しなければならない、というケースがある。「親は子供の行為に対














には、 2 つのこと(不法行為 (actus reus) と犯意 (mens rea)) を必要とする。すなわ
ち、ある不法行為に対して刑事上の責任を問うためには 2 つの条件が必要なのであり、




この責任観の哲学的ルーツは、 Velasquez に拠れば、責任帰属性 (imputability) に
ついてのスコラ学説 (scholastic doctrine) にまでさかのぼるものであり、カントの『人











れによってある行為の創始者 (causa libera) と看なされるような判断であり、その行






















































Velasquez に拠れば、 French の論理展開には哲学的にも法学的にも責任概念の中核を
成す 2 つの要件(違法行為 actus reus と犯意 mens rea) が組み込まれており、その意
味で彼の見解は大きな意義を有している。しかし、企業の行為は、 Velasquez の理解で














なぜに、このような認識がでてくるのか。それは、 Velasquez が、 French によって
提起された「多くの生物学的な存在としての人間 (biological person) の意図と行為を
企業の意思へと従属し統合するものとしてのJ r政策、手続き、権限のシステムJ (48) (し、




























第 2 に、企業を大規模なパーソナリティの知く「行動」し「意図j できるひとつの統


























研究者としては、他にも、 M. Keely(52) 、R. E. Ewin (53) 、 J. A. Corllet(54) が知られている。


























ら、幾つかの注目に値する意見が積極的に主張されたからである。例えば、 J. E. Garrett(57) 





ることもなく済まされてしまう、という「危険性J (60) である。 Garrett はそのような「企
業道徳的主体説の危険性を危倶する声」を十分に認識したうえで、すべては組織のせいで




に機能する「社会的に全体的なもの J (social wholes) の属性と考えられる効率的な因果
関係と比べると、人間の意図により近いものであるために、企業は道徳的主体である。彼
は、このような理解のもとで、「再配分できない企業道徳的責任J (unredistributable 
corporate moral responsibility: UCMR) というタームに込められている意味(企業レベ
ルの道徳的責任を受け入れると、それを個人に帰する(再配分)することはできない、と
いう考え方)を拒否する (61)。
Garrett の理解に従えば、企業を道徳的主体としてみなすことは UCMR につながるし、逆に、
企業を道徳的主体として認めない立場に立っと UCMR が明確に否定される。その代表が
道徳的主体としての現代企業 35 
Velasquez であり、 Velasquez は、企業は道徳的主体ではないとの立場から、個人が責任を関わ
れる (UCMRを認めなし、)、と主張している。
この点で言えば、 Garrett は異色の存在であり、企業を道徳的主体であるとの立場から、 UCMR
を拒否している。









P. H. Werhane も「すべての道徳的責任は企業にあり、個人の責任は免除される j との
解釈を排し、組織内の個人も道徳的責任を問われる、との立場を鮮明に打ち出している。
それでは、何故に、個人も責任が間われるのであろうか。これに関しては、 Werhane は、





















更に、 Philips も、個人は責任を免れ得ないこともある、と主張している。但し、 Philips




から個人へと移転 (transfer) する「時」がある、と考えている (66) 。





このように、 Garrett と Werhane および Philips は、個人に責任を問う点で、
Velasquez と同じであるが、その立論の前提に、企業は道徳的主体である、との認識があ
る点で、 Velasquez と異なっている。このような認識をより進めると、 Garrett と





















































いるのであろうか。筆者の理解に拠れば、 D.T. Risser が、基本的には、同じような発想 (idea)
に立っている(と思われる) (69) 。
Risser は、「組織は道徳的責任を有することができるフォーマル組織J (70) であり、「その構
成員と同じように、引き起こされた被害(害悪)に対して責任を負うことができる J (71) と述べ、





















「組織的な道徳的責任J 論には、 Risser に拠れば、 P.French と T.Donaldson の二人の視












予想されるが、筆者は、 Risser 説は「妥当なj 見解である、と受け止めている。
Risser はつぎのように述べている。多くの企業では、 CID 構造は階層化され従業員の聞に権限がか
なり不均等に (unequal)分配され、それが機能することによって、個人の行動と動機が組織目的を追
求する組織行動に変換されているのであり、それが故に、さまざまな組織構成員の行動を組織行動とし








これらの論点は実は倫理学の分野で「集団責任 (collective or group responsibility) J 論として論じ
られたきたことと重なり合うものである。
集団に責任を問える、と積極的に論じた代表的な論者が J. Feinberg (77) である。 Feinberg に拠れば、
責任はそもそも個人が問われるものであり、通常、 3 条件のもとで発生する。 1 )あるヒトの行動(怠
慢)が因果的に実質的な一因となって有害な事象が発生する、 2) その因果的に一因となる行為に何ら
かの意味で過失がある、 3) その非難に値する側面と有害な結果の聞に直接の因果関係がある。彼はこ




そして Feinberg は集団責任を 4 タイプに分けている。
1 )無過失集団責任 (collective responsibility (liability without fault) ) 
これは、全体としての集団 (a whole group) がひとりあるいは数人の構成員の行動に対して道
徳的に責任を負うことであり、いわゆる「身代わり vicarious 責任」の一種である。これは集団
内に連帯意識が強い場合に見られる。
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場合、道徳的観点からは、他のヒトが事故を起こさなかったのはラッキーであり、すべてのヒトが
事故を起こす可能性があったと考えて、全員が罪を間われる。
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